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30分で読める！
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今月のテーマ(1)：資材不足と価格上昇    
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【建築資材不足及び価格上昇が業界に与える影響】

6月1日、デベロッパーの不動産協会と建設大手が加盟する日本建設業連合会は、建設費高騰への対応を話し合う協議

会を設置したと発表しました。両者が協議体を設けるのは初めてのことになります。首都圏を中心とした再開発案件の停

滞を受けて、建設現場の生産性向上や労務費の適正な支払いなどの課題を議論することになります。協議会は1年後をメ

ドに、連携して解決すべき優先課題を整理し、取り組み方針をまとめる予定です。両者の意思疎通を円滑にする仕組みも

検討するとしています。方針に基づき各社が任意で取り組むほか、両者で政府や鉄鋼・セメント・建設機械など他業界に

対して要望活動をしていくことを想定しています。

また、人手不足や資材価格の上昇を背景に建設費は高止まりすると見られています。建設物価調査会によると、4月の

東京地区の建築費指数（建築資材物価指数、15年=100）は、土木部門が144.2、建築部門が152.7と一段と伸長してい

ます。建築部門の内訳はオフィスビル（鉄骨造）が141.8と前年同月比3.9%増、マンション（鉄筋コンクリート造）が

143.8と同5.8%増、工場（鉄骨造）が140.6と同4.1％増となっています。これら建設物価が上がり始めたのは、2021

年半ば以降なので、およそ5年間で4～5割上昇したことになります。こうした状況は、5月以降も続いており、イラン情

勢の長期化などによって建築費は高止まり或いはじり高傾向が続くと見られています。2026年3月以降は、原油供給難

に伴う建築資材不足によって建築資材及び設備機器の価格が想定以上に上がっているようです（図表1-1参照）。

一方、国土交通省が発表している2026年の公共工事設計労務単価（日当分）は、全国平均では前年比4.5%増と14年

連続で増加し、それぞれの職種で3～6％台の上昇となりました。全職種の平均単価は上昇基調にあり、2015年度から

2026年度に掛けて5割強増えたことになります。建設労働者に対する低すぎる賃金が過去10年強で是正されたと言える

のではないでしょうか（図表1-2参照）。今後の見方ですが、引き続き建設労務単価は上昇していくとみられています。

というのは、「働き方改革」導入によって、残業時間の上限規制が適用されるようになったことに加えて、建設作業員の

高齢化・離職率の高さによって一段と労働需給がひっ迫すると予想されているからです。建設コストについては、資材価

格及び労務単価上昇に加えて、サブコン（設備工事会社）でも人手不足問題によって建設労務単価が上がっていることか

ら、引き続き高水準の状況が続くとの見方が大勢となっているようです。
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（図表1）2020年以降の建設コストの動き

（出所）建設物価調査会、国土交通省「公共工事設計労務単価」（各年3月より適用される労務単価）を基に筆者作成。



今月のテーマ(2)：受注高及び利益率動向
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【建設業における受注高及び利益率見通しについて】

次に、主要建設会社における受注高及び利益率動向を見てみましょう。5月に発表された決算によると、ゼネコン（総

合建設業）、サブコン（設備工事業）ともに受注高は順調に増加しました。2026/3期受注高は再開発事業、データセン

ター、工場、物流倉庫といった案件が受注を牽引しましたが、オフィスビル、商業施設については必ずしも牽引役とは

なっておらず、AIや半導体に関連したデータセンター、工場案件の需要拡大が寄与した格好となっています。これに対し

て2027/3期会社予想では、サブコンの受注高は引き続き伸びる計画となっていますが、ゼネコンは横ばい或いは減少す

る計画となっています。この点については、施工能力を勘案した計画であることに加えて、一定程度の採算が見込めない

案件については無理して受注しないという姿勢を反映したものと考えられます（図表2-1参照）。

一方、利益率についてはどうでしょうか。ここでは、会社全体の収益力を示す売上高営業利益率を見てみましょう。そ

もそも建設業は、請負業という事業性格上、それほど高い利益率は求められていませんでした。売上高営業利益率5％と

いうのが一つの目安であり、それを上回る利益率は発注者にとっても望ましいものではありませんでした。しかし、ゼネ

コン、サブコンともに2026/3期には過去最高水準の売上高営業利益率を計上しています。この背景として、①人手不足

により発注者に対する価格交渉力が高まったこと、②建設資材価格、労務費上昇を工事価格に転嫁する動きが強まったこ

と、③工場、データセンターといった好採算案件の比率が高まったこと、などが挙げられます。但し、ゼネコンの

2027/3期の売上高営業利益率はやや低下する見通しとなっています。この背景は、原油価格上昇や円安に起因する建設

資材価格の上昇ですが、外部環境からは先行きが読みにくい状況となっています（図表2-2参照）。

サブコンは、ゼネコン以上に売上高営業利益率が高まっており、今や10％強といった水準も珍しくなくなっています。

サブコンの場合、ゼネコン以上に労働集約的工程が多いと見られており、機械化や省力化による代替が難しいと考えられ

ています。このため、建設工事をスムーズに進めるためには、発注者もゼネコンもサブコンを確保することが最優先と言

われているほどです。こうした状況が短期的に解消する可能性は小さく、不動産業をはじめとする発注者は、価格交渉よ

りも施工能力確保を最優先に事業計画を立てることが求められているのではないでしょうか。
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　（出所）各社有価証券報告書、決算短信等より作成。2027/3期は会社計画ベースの数値。受注高は単独ベース、売上高営業利益率は連結ベース。

　   ※大手ゼネコン⇨ 大成建設、大林組、清水建設、鹿島建設の４社、準大手ゼネコン⇨ 安藤ハザマ、長谷工、西松建設、戸田建設、熊谷組、五洋建設の６社

　　　サブコン⇨ 関電工、きんでん、クラフティア、高砂熱学工業、大気社、ダイダンの６社をそれぞれ指している。
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今月のテーマ(3)：金融政策及び金利動向
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【2026年後半の金融政策、金利動向に対する見方】

2026年後半の金融動向に関しては、円安進行と物価高を抑えるため、市場では日銀の追加利上げが不可避との見方が

強まっている一方で、利上げによる景気や企業業績への悪影響を懸念する声が上がっています。基本的には、現在の日本

経済はデフレ下で利上げが行われた過去の局面とは異なり、追加利上げに耐えられる環境が整いつつあると考えられます。

こうしたなかで、2つのリスクに注意しなければなりません。第一には中東情勢が不透明であり、原油価格の高止まりが

続く可能性があることです。原油価格高止まりはインフレリスクを高めることになり金利上昇圧力を強めることにつなが

ります。第二に、米国での想定以上の消費者物価上昇により米国での利上げ観測が強まっていることです。米国での利上

げが実施されれば、円安進行によって輸入物価の上昇、国内消費者物価上昇を通じて国内の金利上昇圧力が強まるシナリ

オが考えられます。このため、2026年後半の金利動向には一段と注意を払わなければなりません。

まず、国債利回りと住宅金利の動向を見てみましょう。国債利回りが上がっている背景としては、①食料品に関わる消

費減税によって財政支出が増えるのではないかとの懸念、②政策金利の引き上げ観測に伴う金利先高観による国債の入札

不調、③インフレ進行による物価押し上げ見通し、④円安進行に伴う輸入物価の押し上げ、等が挙げられます。こうした

なかで住宅ローン金利も上昇傾向を示しています。住宅ローンは、固定金利型と変動金利型に大別されますが、固定金利

型は国債利回りの影響を受けることになります。一方、変動金利型は短期プライムレートに連動しています。住宅金融支

援機構のフラット35の最低金利は2023年1月の1.3%から2026年6月には2.5％にまで上昇しました。ちなみに、35年

ローンで住宅ローン金利が1％上がると年間返済額は18％増えることになります（図表3-1参照）。

次に、短期プライムレートと不動産株の動きを見てみましょう。短期プライムレートは2024年9月以降上昇傾向をた

どってきました。不動産株は、金利上昇によってマイナス影響を受けることになります。すなわち、①自社が抱えている

借入金の金利負担が増える、②企業による設備投資が縮小する、③住宅ローン金利上昇で住宅が売れなくなる、④インフ

レ圧力の低下によって賃料や販売価格が上げにくくなる、といった状況が考えられるからです。それでも不動産株は

2026年2月までは上げ続けてきましたが、短期プライムレートが2％台を付けた3月以降は急落してしまいました。株式

投資家は2026年後半の不動産業界の環境は厳しくなるとみているためと思われます（図表3-2参照）。

公益社団法人 全日本不動産協会
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　（出所）住宅金融支援機構、財務省、東京証券取引所資料などを基に作成。
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Column：地域フォーカス④台東区の分析 
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【東京都の地域別不動産市場の動向その４・台東区エリアの分析】

東京都の地域別不動産市場動向の第４回目は台東区についてです。台東区は、上野・浅草の二大繁華街を擁する江

戸期から続く観光の町として栄え、上野以西の台地部には谷中の寺社と上野公園などが立地、低地部には地場産業の

工場・工房が集積、蔵前・浅草橋地区においては問屋街を中心に卸売の街として繁栄を続けています。区の面積は､

10.08k㎡と23区中最も狭いのですが、都内23区内においては1㎢あたりの事業所数が第3位と、事業所が密集する地

域として特徴があります。台東区の人口は1995年を境に増加に転じ、2026年では21.8万人となっています。一方、

2026年度調査では外国人割合9.81%と23区内で4番目に高い水準となっています。

台東区の不動産市場は、観光地としての魅力と交通利便性、下町文化といった地域特性を理解することが重要です。

特に、上野エリアはJR・メトロ・新幹線が集まる交通拠点であり、文化施設が充実し、単身者・DINKS層のマンショ

ン需要が安定しています。浅草エリアは観光地と住宅地が共存する下町の中心であり、つくばエクスプレス開通後に

利便性が向上し、若い世代の流入が続いています。蔵前エリアはカフェやクリエイティブ系ショップが集まる注目エ

リアであり、都営浅草線・大江戸線が使え、日本橋方面へのアクセスも良好です。台東区全体としては、江戸時代か

ら続く下町文化が色濃く残るエリアでもあり、職人の町としての伝統、商店街の活気、人情味あふれる近所付き合い

など、下町ならではの魅力があります。

台東区のなかでは、蔵前・浅草橋エリアの「東京のブルックリン」化が注目を集め、クリエイティブ層や若いファ

ミリー層が流入し、マンション需要が高まっています。また、池之端エリアへの高級タワーマンション供給も相場全

体を押し上げています。2026年時点で台東区の新築マンション価格は、都心３区ほどではありませんがかなり高い水

準となっています。3LDK（65～75㎡）の平均価格は8,000万円から1億円であり、駅近やブランド物件では1億円超

も珍しくありません。一方、中古マンションの平均価格は110万円/㎡となっていますが、築浅物件では150万円/㎡前

後で取引されるケースも珍しくありません。また、賃貸マンションではワンルームで11～13万円となっていますが、

人気エリアの3LDKでは30万円前後にまで跳ね上がっているようです。

公益社団法人  全日本不動産協会
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（図表4-1）台東区に関わる基礎データ、基礎知識とは…

 項目  台東区の基礎データ  台東区以外の情報／他の特別区トップの状況など

 面積（26年1月1日現在）  10.11Ｋ㎡で特別区では第23位（22位は荒川区の10.16K㎡）  特別区トップは大田区61.85Ｋ㎡、次いで世田谷区58.05Ｋ㎡

 台東区は東京23区で最も狭い面積を持つ特別区でありながら、江戸時代からの歴史と文化が息づくエリアです。上野・浅草の

 二大繁華街を擁する観光の街であり、上野以西の台地部には谷中の寺社と上野公園などが立地、低地部には地場産業の工場・

 工房が集積、蔵前・浅草橋地区においては問屋街を中心に卸売の街として繁栄を続けています。

 人口（26年1月1日現在）  217,512人で特別区で第21位（20位は荒川区の224,784人）  特別区トップは世田谷区の92.8万人、次いで練馬区75.0万人

 65歳以上の人口割合  20.35%（44,256人）、特別区の中では墨田区に次ぐ13位  特別区平均は20.9%（205万人）、最上位は葛飾区の24.0％

 外国人の人口割合  9.81%（21,346人）、特別区のなかでは荒川区に次ぐ4位  特別区平均は6.70%、トップは新宿区14.46%（51,357人）

 地価上昇率  2026年地価公示では住宅地＋14.2%、商業地＋19.1％  特別区トップは住宅地、商業地ともに台東区

 台東区不動産市場の特徴  台東区の人口は引き続き増加傾向にあり、2025年末には22万人規模まで拡大しました。世帯数も増加を続けており、単身世帯

 を中心に住宅需要の底堅さが見られます。大規模開発よりも、中小規模・分譲と賃貸の混在型開発が中心となっています。

 台東区市場の現状と予測  中古マンション価格は2LDKで約5,600万円、3LDKで約6,980万円であり、浅草・蔵前はインバウンド需要拡大と街の再評価

 で需要が伸びています。中古戸建て価格は4,000万円から3億円と幅広く、狭い敷地に3階建てで延床面積を確保する「狭小住

 宅」が主流となっています。家賃相場は1K・1DKで約12.0万円、1LDK・2DKで約19.0万円が目安です。

 主要鉄道アクセスの状況  台東区は、JR、東武鉄道、東京メトロ（千代田線、日比谷線、銀座線）、都営地下鉄などが走っており、上野駅は北の玄関口と

 も呼ばれ、多くの新幹線が乗り入れています。浅草駅は浅草寺や門前町の仲見世通り、雷門など観光地の入口となっています。

（出所）東京都及び台東区ホームページ等より作成。（注記）特別区とは東京都23区のこと。65歳以上、外国人の人口及び人口割合は2026年1月現在の数値。
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（図表4-2）東京都台東区の位置と浅草観光マップ

（出所）台東区ホームページ、台東区観光交流協会資料を基に筆者作成。
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は2カ月連続で2桁マイナス！

A) 建設受注は民間部門の減少により2カ月連続でマイナス（図表5コメント）

B) 住宅着工は都市部での需要回復で6カ月ぶりにプラス（図表5コメント）

C) 小売業は全般堅調で百貨店売上は4カ月連続でプラス（図表6コメント）

D) 東京都は人口流入者の増加により、4カ月連続転入超過（図表7コメント）

E) 2026年4月の訪日外国人旅行者は369万人と2026年単月の最高を更新。

中国人観光客減少を韓国、台湾、インド等でカバー（図表10コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は2カ月連続減少、住宅着工は回復基調を見せているが

➢ 4月の建設工事受注高は民間部門、官公庁部門いずれも大幅減となったが、適正水準にあると認識

➢ 持ち家着工は19.5%増と3カ月ぶりに増加。三大都市圏をはじめ全国的に回復傾向を示した

➢ 貸家は6カ月ぶりに増加となり、地域別には強弱感があるものの、なかでも中部圏が急伸した

 小売業界では百貨店、スーパーはじめ売上高は伸びているが、店舗や地域によって斑模様の動きも

➢ 百貨店売上高は4カ月連続でプラス。特に、都心店での国内顧客向け売上高が伸びている模様？

➢ 家電量販店の売上高は、年度代わりによる新入生、新入社員の引っ越し需要に対応して2桁増に    

➢ 2026年4月の訪日外国人旅行者は369万人（前年比5.5％減）と2026年の単月として過去最高

（中国、香港、英国、豪州の2ケタ減を韓国、台湾、ベトナム、インドの大幅増でカバー）

        

 雇用環境は長期安定傾向が続いているが、依然として求人数の減少傾向が続いている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあり、4月は販売・接客・サービスで過去最高を更新

➢ 有効求人倍率は低位安定で推移しているが、人手不足業種を中心に求人数は12カ月連続で減少

➢ 4月の消費者物価は4カ月連続で2％割れとなったが、5月以降は値上げラッシュの影響を警戒
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 20.2 5.7 42.7 -14.4 -32.3  4月は2カ月連続減少。民間が前年比33.9％減、官公庁25.0％減と何れも低調！

 （建築工事受注高） 5.6 11.5 52.8 -25.8 -38.4  4月の受注は製造業が前年比52.8%増、非製造業が46.7％減と製造業が牽引！

 （土木工事受注高） 63.2 -6.5 23.5 8.8 -0.5  4月の受注は国の機関が前年比30.9%減、地方自治体が16.1％減と全般に低調

 建設物価指数・オフィス 3.0 3.4 3.6 3.3 3.9  4月のオフィス・工事原価は7カ月連続3％台を記録。前月比0.5％増と増勢に転じる

 建設物価指数・工場 3.0 3.4 3.6 3.4 4.1  4月の工場・工事原価の上昇率は17カ月ぶりに4％台。前月比は0.6％増と急上昇

 建設物価指数・マンション 5.7 5.9 5.8 5.4 5.8  4月のマンション・工事原価の上昇率は7カ月連続5％台。前月比は0.4％増と底入れ

 建設物価指数・住宅 6.2 6.1 6.1 5.9 5.9  4月の住宅・工事原価上昇率は2カ月連続で6％割れ。前月比は0.1％増と横ばい圏

 ２．用途別住宅着工戸数・中古及び新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 -1.8 6.6 -4.7 -27.4 19.5  4月は三大都市圏はじめ全国的に回復傾向を強めたため3カ月ぶりにプラス転換した

 貸家着工戸数 -3.4 -1.5 -2.7 -35.2 17.5  4月は6カ月ぶりに増加。首都圏15.1％増、中部圏81.4％増、近畿圏14.7％増

 マンション着工戸数 2.5 -18.6 -23.5 -30.9 -18.4  4月は4カ月連続でマイナス。三大都市圏の4.7％減に対して地方圏は55.9％減！

 中古マンション成約戸数 25.9 3.1 2.1 0.2 -1.2  4月は3,903件と18カ月ぶりにマイナス。坪単価は5.9%増、平均築年数は27.25年

 新築マンション供給戸数 -6.0 1.3 36.8 -35.5 15.6  4月は1,163戸と2カ月ぶりにプラス。初月契約率は62.3%と低調、在庫は減少へ！

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 126.5 124.9 162.5 159.7 130.6  首都圏の単価は前年比24.6%増。億ション割合は22.7%（前月37.4%)と低下へ

 首都圏の平均価格・万円 8,469 8,383 11,025 10,413 8,736  23区の平均価格は1億2,498万円と38.9%増。億ション割合は53.4％と高水準！

 近畿圏マンション供給戸数 36.6 39.7 -42.1 24.3 -12.6  4月は2カ月ぶりにマイナスに。契約率は75.5％と好調、㎡単価は7カ月ぶりに下落！

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2026年6月22日までに発表のもの。中古及び新築マンションデータは首都圏対象。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

180
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 -1.1 2.4 2.0 3.5 5.6  4カ月連続プラス。飲食料品2.0％増、衣料品5.5％増、身の回り品9.2％増と順調

 スーパー売上高 0.3 2.7 1.1 0.2 0.8  18カ月連続でプラス。主力の飲食料品0.1%増、衣料品は5.7％減と何れも低調！

 コンビニ売上高 2.5 1.8 2.2 2.3 0.8  16カ月連続増。日配食品0.9％増、加工食品2.8％増、非食品1.0％減とマチマチ

 家電量販店売上高 0.4 9.6 2.9 4.4 12.1  9カ月連続プラス。生活家電15.8％増、通信家電11.2％増、情報家電10.1％増

 ドラッグストア売上高 2.3 4.3 5.6 5.8 6.6  60カ月連続プラス。調剤医薬品10.9％増、トイレタリー7.5％増、化粧品7.0％増

 ホームセンター売上高 -2.6 1.6 -1.2 3.4 4.6  2カ月連続プラス。電気12.9％増、オフィス11.6％増、家庭用品8.7％増と牽引役

 通信販売売上高 -2.1 1.1 -1.4 5.3 2.1  4月は2カ月連続プラス。物価高を背景とした販売単価上昇が売上増に寄与している

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.19 1.18 1.19 1.18 1.18  求人数は3.6%減と12カ月連続減。但し、製造業は1.2％増、教育支援業1.5％増

 完全失業率・％ 2.6 2.7 2.6 2.7 2.5  就業者数は3カ月連続増加。前年比64万人増、特に宿泊業・飲食サービス業が増加

 失業者数・万人 166 179 180 194 193  前年比で5万人増加。自発的な離職（自己都合）が大きく増加していることが特徴

 勤労者世帯主収入・実質 -2.6 1.3 1.6 4.7 2.3  世帯主収入は4カ月連続増加。配偶者収入は3カ月連続増加。名目値は3.8％増

 バイト・パート時給全国 2.5 3.1 2.5 2.3 0.4  4月は前年比で44カ月連続上昇。販売・接客・サービスは5.8％増と過去最高更新

 同時給・三大都市圏 1.4 2.2 1.8 1.8 0.2  4月は1,334円と43カ月連続上昇。但し、医療・介護・保育は3カ月連続マイナスに

 家計消費支出・実質 -2.6 -1.0 -1.8 -2.9 -0.5  4月は5カ月連続減少。名目値は1.0％増、教育費、光熱水道費、被服履物が減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、マイナビデータ等により作成。2026年6月22日までに発表のもの。

（注記1）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

（注記2）有効求人倍率、求人数はハローワークのデータに基づいて算出されたものであり、労働市場全体に対する捕捉率は50％弱とみられている。

直近5ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） -0.1 2.2 -2.1 -0.5 0.8  4月は3カ月ぶりに上昇。汎用・業務用機械、電気・情報通信機械などが上昇業種

 機械受注（民需合計） 25.8 -5.5 -1.8 -5.3 5.8  4月は4カ月ぶりにプラス。基調判断は「持ち直しの動きがみられる」を据え置いている

 機械受注（除く船舶・電力） 19.1 -5.5 13.6 -9.4 8.7  4月は2カ月ぶりにプラス。製造業5.1％増、非製造業6.7％増と何れもプラス転換！

 国内新車販売台数 0.6 -4.2 -7.3 -7.3 17.6  4カ月ぶり増加。トヨタ22.8％増、ホンダ16.0％増、マツダ5.4％増、スズキ2.5％増

 貿易統計・輸出額（金額） 5.1 16.8 4.2 11.7 14.8  4月は8カ月連続増加。米国9.5%増、西欧22.4％増、中国15.5％増と全般好調

 貿易統計・輸入額（金額） 5.3 -2.4 10.2 10.9 9.7  3カ月連続増加。米国23.3％増、中東56.8％減、西欧7.1％増、中国14.9％増

 消費者物価指数（20年基準） 2.1 1.5 1.3 1.5 1.4  4月は4カ月連続で2％割れ。光熱水道費、教育費などが前年比マイナスとなったが。。

 国内企業物価指数（同上） 2.4 2.4 2.1 2.9 4.9  4月は11カ月ぶりに4％超に。原油高の影響で石油、化学製品、光熱費が上昇傾向

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 0.6 1.0 1.3 -0.9 -1.9  直近は2カ月連続マイナス。24年4月比11.9%減、23年4月比0.9％減と減少へ

 東京都からの人口流出者 2.5 0.3 1.5 4.2 1.0  直近は5カ月連続でプラス。24年4月比3.7%減、23年4月比3.3％増と減速傾向

 東京都の人口流入超過人数 -855 2,427 3,111 36,321 6,629  4月は4カ月連続転入超。前年同月の8,306人の転入超過に対して1,677人の減少

 円／ドルレート（月末値） 156.67 154.77 156.06 158.72 156.58  日米金利格差及び当局の金融政策への思惑などから円安リスクは払拭されていない！

 金価格（ドル/オンス） 4,357.1 4,728.2 5,247.9 4,662.7 4,629.6  2月には初の5,000ドル台乗せを達成したが、3月以降はイランショックにより調整局面

 日経平均株価（月末値） 50,339 53,323 58,850 51,064 59,285  4月以降は国内外からの資金流入、企業業績の好調さを背景に最高値更新が継続

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2026年6月22日までに発表のもの。

※2026年4月の東京都への転入者数は59,290人（前年同月比8,029人減）、転出者数は52,661人（同2,044人増）であり、人口流入超過人数は6,629人となった。

※2026年5月1日現在の東京都人口は1,432万8,115人（前月比32,675人増、前年比74,076人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて254,072人増。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD 3.3 9.5 7.6 5.9 8.6  9カ月連続増。伊勢丹新宿13.2％増、三越日本橋9.5%増、三越銀座8.3%増

 松屋（銀座本店） -15.8 2.7 -4.3 7.0 18.2  2カ月連続プラス。免税売上は台湾、タイ、欧米を中心に15％増、国内顧客は2割増

 大丸・松坂屋 1.7 0.1 4.7 5.3 3.8  5カ月連続増加。大丸心斎橋12.7％増、大丸神戸11.6％増、大丸東京6.6%増

 高島屋 7.0 0.7 8.5 8.1 11.0  10カ月連続で増加。京都21.0％増、日本橋12.3％増、新宿11.0％増と2桁増！

 ライフコーポレーション 3.4 2.4 1.3 2.8 4.9  客数2.5%増、客単価2.3％増。客数は5カ月連続増、客単価は39カ月連続増加

 トライアル（一部含西友） 5.6 2.1 0.3 2.8 7.2  客数2.0%増、客単価5.1％増。客数は4カ月ぶりに増、客単価は20カ月連続増

 セリア（100円ショップ） 12.7 7.7 9.4 11.1 14.4  客数11.2%増、客単価2.9％増。客数は32カ月連続増、客単価は8カ月連続増

 ヤオコー（食品スーパー） 3.0 3.3 2.1 3.3 5.5  客数2.6％増、客単価2.7％増。客数は3カ月連続増加、客単価は45カ月連続増

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 1.6 2.5 3.7 -0.4 2.7  客数0.8%増、客単価1.9％増。客数は11カ月ぶり増加、客単価は15カ月連続増

 ファミリーマート 1.6 1.6 0.6 1.0 1.2  客数2.4％減、客単価3.7％増。客数は10カ月連続減、客単価は60か月連続増

 ローソン 4.5 1.9 3.3 1.6 3.5  客数1.7％増、客単価1.7％増。客数は3カ月連続増加、客単価は24カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） 14.0 4.6 9.5 10.2 10.1  客数8.4%増、客単価1.6％増。客数は3カ月連続で増加、客単価は9カ月連続増

 ワークマン（カジュアル） 10.8 23.2 22.7 26.4 26.9  客数20.3％増、客単価5.4％増。客数は5カ月連続増、客単価は19カ月連続増

 アオキ（紳士服） -0.8 -2.4 -3.1 -0.1 3.6  客数0.1%減、客単価3.8％増。客数は6カ月連続減少、客単価は43カ月連続増

 青山商事（紳士服） -5.2 -3.7 -5.0 2.2 4.9  客数1.8%増、客単価3.0％増。客数は5カ月ぶり増加、客単価は2カ月連続増加

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年6月22日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5か月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 サンドラッグ 1.2 -0.5 1.6 2.9 4.6  3カ月連続プラス。ドラッグストア4.7%増、ディスカウント4.4%増と何れも順調に推移

 スギホールディングス 3.5 5.4 5.7 5.3 6.4  客数1.9%増、客単価4.4％増。客数は6カ月振りに増加、客単価は47カ月連続増

 クスリのアオキ -0.9 -0.2 1.5 0.2 3.0  客数0.1％減、客単価3.1％増。客数は6カ月連続減少、客単価は48カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 10.3 5.7 2.3 7.3 11.4  客数5.8％増、客単価5.2％増。客数は2カ月連続増加、客単価は52カ月連続増

 サイゼリヤ 21.6 18.2 15.5 14.3 18.5  客数17.3％増、客単価1.1％増。低価格戦略が奏功し客数の2桁増が続いている

 ロイヤルホスト 6.5 4.3 4.4 6.1 12.2  客数5.9%増、客単価5.9％増。客数は2カ月振り増加、客単価は39カ月連続増

 マクドナルド 11.7 8.0 2.4 5.0 5.7  客数0.6%増、客単価5.0％増。客数は2カ月連続増加、客単価は17カ月連続増

 モスバーガー 6.4 5.2 2.5 2.6 7.1  客数6.0%増、客単価1.1％増。客数は22カ月連続増、客単価は2カ月振り増加

 日高屋（町中華） 5.9 1.7 4.2 4.8 6.6  客数3.8%増、客単価2.7％増。客数は3カ月連続増加、客単価は23カ月連続増

 餃子の王将（町中華） -0.2 -0.5 -2.1 -5.6 -3.3  客数1.6%減、客単価1.7％減。客数は2カ月連続減少、客単価は3カ月連続減少

 すき家 6.0 7.0 5.6 17.8 15.9  客数17.8%増、客単価1.4％減。客数は4カ月連続増加、客単価は2カ月連続減

 吉野家 17.3 6.7 12.9 10.4 9.7  客数3.4%増、客単価6.1％増。客数は7カ月連続増、客単価は55カ月連続増加

 松屋フーズ 12.9 4.2 9.2 8.0 5.3  客数0.1%増、客単価5.3％増。客数は3カ月連続増加、客単価は51カ月連続増

 焼肉キング 5.9 1.6 3.8 10.5 16.9  客数12.8%増と24カ月振りに2ケタ増を記録、売上高は7カ月連続増加と堅調に！

 トリドール（丸亀製麺） 0.3 2.2 6.9 2.6 4.2  客数2.4%増、客単価1.8％増。客数は4カ月連続増加、客単価は2カ月連続増加

 スシロー 6.2 12.4 5.4 6.1 10.5  客数7.7%増、客単価2.6％増。客数は8カ月連続増加、客単価は20カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年6月22日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 4.0 6.0 4.0 6.0 3.0  のぞみ3％増、ひかり2％増と伸び率鈍化。5月速報はGW効果でのぞみ7％増と回復

 JR東日本・定期外収入 3.9 6.5 5.5 9.4 9.1  主要新幹線の輸送量は東北2％増、上越5％増、北陸5％増と堅調に推移している

 東急電鉄・定期外収入 2.5 3.8 1.0 2.5 2.9  定期収入は2.4%増。輸送人員は定期3.1%増、定期外3.0％増と順調に増加！

 京浜急行・定期外収入 1.8 4.4 1.9 2.3 2.5  定期収入は2.3%増。輸送人員は定期2.1%増、定期外2.5％増と想定線で推移

 京成電鉄・定期外収入 4.6 3.6 4.0 4.6 5.9  定期収入は2.7%増。成田有料特急は運輸収入15.6%増、輸送人員17.2％増

 国内線旅客数・ANA 2.1 3.1 2.2 4.6 6.1  座席利用率は74.5％と前年比6.0ポイント上昇。貨物重量は7カ月連続で減少した

 国際線旅客数・ANA 12.5 7.8 9.6 18.2 14.2  座席利用率は86.3％と前年比5.1ポイント上昇。貨物重量は2カ月ぶりに増加した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比較。ホテル及び旅館稼働率は水準）

 延べ宿泊者数・日本人 -4.9 -3.3 -1.6 -1.4 -2.4  3月は4,013万人泊、4月は3,490万人泊。4月は18カ月連続でマイナスを更新中！

 延べ宿泊者数・外国人 -2.3 -15.3 2.0 -3.6 -9.0  3月は1,428万人泊、4月は1,573万人泊。中東情勢による航空運賃高騰の影響か

 延べ宿泊者数・全体 -4.2 -7.0 -0.6 -2.0 -4.6  3月は5,441万人泊、4月5,063万人泊。日本人の宿泊数低迷で10カ月連続減少

※  リゾートホテル稼働率 53.7 51.1 58.4 58.8 54.5  トップは千葉県85.7%。次いで徳島県、大阪府、山口県、神奈川県、香川県と分散

※  ビジネスホテル稼働率 73.6 65.5 74.0 73.1 74.3  トップは神奈川県80.6%、次いで沖縄県、東京都、広島県、千葉県、兵庫県の順！

※  シティホテル稼働率 73.0 62.8 69.9 72.1 72.5  トップは香川県84.6%。次いで三重県、滋賀県、熊本県、高知県、大分県と分散！

※  旅館稼働率 35.3 33.7 40.1 39.7 40.3  トップは香川県61.7%。次いで神奈川県、愛媛県、東京都、広島県、千葉県の順！

 訪日外国人旅行者数 3.7 -4.9 6.4 3.5 -5.5  4月は369万人と2026年の単月で最高。中国、香港、英国、豪州等が前年比2桁減

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2026年6月22日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

8



早耳    地獄耳    馬耳東風    
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【永住権と帰化との違いとは何か～在留外国人をどのように捉えたら良いのか？】

日本国内における在留外国人は2025年末で412万人、総人口に占める比率は3.3%と何れも過去最高を更新しました。

ここでは外国人に関わる永住権と帰化について整理してみましょう。永住権と帰化の違いは、主に国籍の有無にありま

す。永住権は外国籍を維持したまま日本に無期限で滞在できる在留資格であり、選挙権などの公的権利はありません。

一方、帰化は日本国籍を取得し、選挙権や公務員への就任が可能になりますが、元の国籍を放棄する必要があります。

永住権は、母国のパスポートをそのまま使用し、母国での権利も維持できるため、母国の国籍を維持したい場合に有利

です。帰化は、日本国籍を取得し、日本人としての権利を得るため、国籍を変える覚悟が必要です。どちらを選ぶべき

かは、将来のライフプランやキャリア、母国とのつながりをどの程度残したいかによって変わります。

それでは、永住権の条件とはどのようなものなのでしょうか。永住権の条件とは、①素行善良要件（ルールを守って

生活していること）、②独立生計要件（日本で生活できるお金があること）、③国益適合要件（日本の国のためになる

こと）、の3点とされています。原則として10年以上続けて日本に住んでおり、そのうち5年以上は就労ビザ等で働いて

いる必要があります。また、住民税、所得税、年金保険料、健康保険料などを期限内に正しく納めていることが求めら

れます。昨今、永住権に関する要件が厳しくなっており、健康保険料未納、犯罪による退去強制、永住取得時の不正

（偽装結婚など）によって永住権が取り消されるケースが増えているようです。

一方、帰化の要件は2026年4月に改正され、居住要件は原則10年以上（従来は5年以上）、納税証明は5年分（従来は

1年分）と厳格化されました。さらに、日本語能力（日常生活に支障のない程度の会話・読み書き）、生活要件（生活保

護を受けることなく安定した生活を維持できる）、素行条件（犯罪歴の有無、税金・年金・健康保険料などの納付状

況）、住所条件（引き続き5年以上日本に住所を有する）、といった点をクリアする必要があります。ちなみに、2025

年に日本国籍を取得した外国人は9,258人であり、そのうち中国からの帰化者は3,533人で最大となっています。近年で

は、ネパール、ベトナム、ミャンマー出身の帰化者が増えています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 5月調査は前月比で3カ月振りに上昇した

A) 家計動向は前月比3.3pt上昇し、43.8ptとなった（図表11コメント）

B) 小売関連、飲食関連、住宅関連何れも上昇を示現（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業、非製造業ともに上昇に転換（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比0.1pt上昇したが依然として低水準（図表11コメント）

E) 景気マインドは、イラン情勢長期化懸念、円安進行に伴うインフレリスク

増大によって、個人消費及び企業活動停滞に対する懸念が台頭している

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ᵕ 47.7 ᵕ 47.6 ᵔ 48.9 ᵕ 42.2 ᵕ 40.8 ᵔ 43.6 2.8

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ᵕ 47.2 ᵕ 47.1 ᵔ 48.8 ᵕ 41.7 ᵕ 40.5 ᵔ 43.8 3.3

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ᵕ 45.6 ᵔ 47.4 ᵔ 48.0 ᵕ 41.1 ᵕ 40.9 ᵔ 44.4 3.5

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ᵔ 45.3 ᵔ 45.8 ᵔ 48.7 ᵕ 38.4 ᵕ 34.9 ᵔ 44.5 9.6

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ᵔ 50.9 ᵕ 47.9 ᵔ 50.9 ᵕ 44.4 ᵕ 42.8 ᵔ 44.3 1.5

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ᵔ 47.1 ᵕ 42.6 ᵔ 46.7 ᵕ 38.5 ᵕ 31.5 ᵔ 34.8 3.3

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ᵕ 48.6 ᵔ 49.5 ᵔ 49.9 ᵕ 43.1 ᵕ 41.5 ᵔ 43.7 2.2

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ᵔ 48.0 ᵔ 48.9 ᵔ 50.3 ᵕ 44.5 ᵕ 42.9 ᵔ 46.0 3.1

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ᵕ 49.4 ᵔ 50.4 ᵕ 49.5 ᵕ 42.1 ᵕ 40.3 ᵔ 42.0 1.7

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ᵔ 48.6 ᵕ 47.2 ᵔ 47.6 ᵕ 43.1 ᵕ 41.4 ᵔ 41.5 0.1

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【百貨店】〇これから夏に向けて、様々なイベントが開催されるため、客の購買意欲が上向くと期待している。そのため、今後の景気は徐々に上向くことになる（家計動向）

【住宅リフォーム】□エアコンの省エネ基準変更前の交換が急増している。生活必需品の値上がりに伴う節約志向から、コンロ、給湯器の交換及びリフォーム工事は減っている（家計動向）

【自動車販売店】▲物価高の影響から、自動車購入も軽自動車や中古車を選択する傾向にある。また、下取り車両の流入減少に伴い、販売商材の確保が課題になっている（家計動向）

【電機機械器具製造業】〇半導体製品の開発数が拡大しており、取引先の要求どおり製品開発から量産を達成できれば、景気は更に良い方向に向かうだろう（企業動向）

【コンビニ】✕この先は、値上げの動きが更に加速化することが懸念される。菓子等加工食品の大幅値上げが控える等、商品値上げによる購買状況の変化は続く見通し（企業動向）

【人材派遣会社】□ＡＩ化やＩＴ化により事務的業務の派遣依頼は減少傾向だが、ＩＴスキルの高い人材の引き合いは多くなっている（雇用関連）

【職業安定所】□新規求人数は前年比では減少傾向が続いているものの、３か月前と比較した人手不足感に変化はみられず、募集人数を削減する動きは確認されていない（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2026年6月8日に発表。コメントは、2026年6月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

26年5月

直近６カ月の動き（月次動向）コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月 26年4月26年3月26年2月26年1月25年12月

52.9



1）5月の景気ウォッチャー判断DIは、底入れ機運を示しているものの、依然として50ポイント割れの低水準

   2）家計動向DIでは、予約や問い合わせの増加に伴い飲食関連が3カ月ぶりに上昇に転じ、40ポイント台回復

3）6月中旬現在、原油供給及び原油価格の行方については依然として不透明な状況だが、景気底割れは回避か

- 23 - 公益社団法人 全日本不動産協会

　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2026年6月22日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出

家計消費支出（右、前年比％） 有効求人倍率（左、単位：倍）
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【新築分譲マンションと中古マンション価格にピークアウトの兆候？】

首都圏における新築分譲マンション及び中古マンションの動向はどうなっているのでしょうか。首都圏マンション市

場については、2015年頃までは新築マンションが中心であり、中古マンションが補完しているといった構図でした。

ところが、2016年に新築マンション供給戸数と中古マンション成約件数が逆転し、その後はどんどんその差が広がっ

てきました。2025年の統計によれば新築マンション21,962戸に対して中古マンションは49,114戸となっており、戸

数ベースでは中古マンション市場は新築マンション市場の2.24倍にまで膨らんでいるのです。この最大の要因は、価格

差に起因していると考えられます。

2025年のデータによると、首都圏新築マンションの平均価格が9,182万円だったのに対して中古マンションは5,200

万円となっています。それでは、新築マンションの価格はどのようにして決まるのでしょうか。新築マンションの価格

は、①土地取得コスト、②建築費コスト、③施工に関わる人件費、によって決まります。わが国では、マンション建設

に必要な鉄鋼材や木材などの多くを輸入に頼っています。輸入製品は為替の影響を受けやすく、円安になることでマン

ションの価格に影響を与えることになります。一方、人件費については、2024年4月から導入された建設業の残業規制

や、週休2日制の導入、物価高などの影響によって上昇傾向が続いています。また、人手不足は工期にも影響を及ぼし

ており、予定より工期が延びる或いは着工そのものが延期されるといったことも起きています（図表14参照）。

これに対して中古マンション価格は、①立地条件、②築年数、③建物全体の管理状態、によって決まります。中古マ

ンション価格については、新築でなくなった瞬間から下落傾向を続け、築20年で3割程度値下がりすると言われていま

したが、昨今では築20年超の物件でも購入時より5割以上値上がりしているといったケースも珍しくないようです。こ

の背景としては、新築分譲マンションの供給減及び販売価格の高騰によって中古マンション志向が高まってきたことが

挙げられます。しかし、2026年に入るとこうした状況に変化が見られています。2026年4月の首都圏中古マンション

成約件数は18カ月ぶりに前年比マイナスとなり、東京都では4カ月連続で減少しました。その最大の要因は、成約価格

が前月比ベースでマイナスとなるなど価格にピークアウトの兆候が出てきたことにあると考えられます。特に、住宅

ローン金利上昇によって購入者による購買力が低下しつつある点に注意しなければなりません。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表14）首都圏・新築分譲マンション、中古マンションに関わる供給・成約、販売・成約価格動向

 都県名 2019年 2022年 2023年 2024年 2025年 前年比 2019年比 26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 前年比

 1．首都圏新築分譲マンション地域別供給戸数及び前年比（単位：戸、％） ※ブルー枠はポジティブな数値、イエロー枠はネガティブな数値

　  都区部 13,737 10,797 11,909 8,275 8,064 -2.5 -41.3 175 517 594 352 37.5

 都下 2,537 2,360 2,269 2,041 2,749 34.7 8.4 146 131 226 123 105.0

 神奈川県 7,183 7,403 5,962 4,917 4,918 0.0 -31.5 168 478 359 441 60.4

 埼玉県 4,581 4,716 3,030 3,313 3,153 -4.8 -31.2 64 237 130 184 106.7

 千葉県 3,200 4,293 3,703 4,457 3,078 -30.9 -3.8 75 339 116 63 -80.7 

 首都圏計 31,238 29,569 26,873 23,003 21,962 -4.5 -29.7 628 1,762 1,425 1,163 15.6

 2．首都圏新築分譲マンション地域別販売価格及び前年比（単位：万円、％）

　  都区部 7,286 8,236 11,483 11,181 13,613 21.8 86.8 12,126 14,280 15,023 12,498 38.9

 都下 5,487 5,233 5,411 5,890 6,699 13.7 22.1 6,524 7,158 7,143 7,543 4.4

 神奈川県 5,295 5,411 6,069 5,432 7,165 31.9 35.3 8,294 9,454 7,018 7,174 6.7

 埼玉県 4,513 5,267 4,870 5,542 6,420 15.8 42.3 5,492 5,901 7,559 7,014 30.9

 千葉県 4,399 4,603 4,786 5,689 5,842 2.7 32.8 5,933 13,001 6,887 6,016 -0.8 

 首都圏計 5,980 6,288 8,101 7,820 9,182 17.4 53.5 8,383 11,025 10,413 8,736 24.8

 3．首都圏中古マンション地域別成約件数及び前年比（単位：件、％）

　  都区部 16,253 15,441 16,154 16,569 21,912 32.2 34.8 1,433 1,817 2,145 1,635 -9.0 

 都下 3,763 3,413 3,311 3,522 4,527 28.5 20.3 319 410 538 373 4.8

 神奈川県 9,177 8,272 8,482 8,514 11,670 37.1 27.2 839 980 1,275 949 4.4

 首都圏計 38,109 35,429 35,987 37,222 49,114 31.9 28.9 3,343 4,241 5,001 3,903 -1.2 

 4．首都圏中古マンション地域別成約価格及び前年比（単位：万円、％）

　  都区部 4,644 5,776 6,126 6,656 7,401 11.2 59.4 7,952 7,873 7,993 7,734 8.2

 都下 2,703 3,326 3,495 3,747 3,690 -1.5 36.5 3,939 4,066 4,013 3,879 16.9

 神奈川県 2,898 3,477 3,711 3,897 3,832 -1.7 32.2 4,137 4,009 4,097 4,135 9.3

 首都圏計 3,442 4,276 4,575 4,890 5,200 6.3 51.1 5,493 5,458 5,521 5,321 5.4

（出所）不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、公益社団法人「東日本不動産流通機構」データを基に作成。2026年6月22日までに発表のもの。
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 7月  1日（水）：クレジットの日 ⇨ 1977年（昭和52年）、日本クレジット産業協会が制定。最近はフィッシング詐欺な

どによる情報流出によって、クレジットカード不正利用被害額が年間500億円超にも達しています。 

 7月  2日（木）：うどんの日 ⇨ 香川県の讃岐地域では、夏至から数えて11日目にあたる雑節の半夏生の日に田植えが終

         わる時期でもあり、うどんを食べて労をねぎらう風習があったことから制定しました。

 7月11日（土）：職業教育の日 ⇨ 1975年（昭和50年）、全国専修学校各種学校総連合会が制定。専修学校は職業もしく

は実際生活に必要な能力を育成するために教育を行う施設であり、予備校・日本語学校・自動車教習所などがあります。

 7月16日（木）外国力士の日 ⇨ 1972年（昭和47年）のこの日、大相撲名古屋場所で、ハワイ出身の力士・高見山大五郎

 が外国人力士として初めて幕内優勝しました。今や三役以上の力士は、外国出身者が主流となっています。             

 7月20日（月・祝）：海の日 ⇨ 1996年（平成8年）に制定。「海の日」は「海の恩恵に感謝するとともに、海洋国日本の

 繁栄を願う」ことを趣旨としています。世界の国々の中で「海の日」を国民の祝日としている国は唯一日本だけです。

 7月26日（日）：夏の土用丑の日 ⇨ この日には鰻（ウナギ）を食べて夏バテを防ぐ習慣があります。現在、うなぎの生産

 量が多い都道府県は、鹿児島県・愛知県・宮崎県・静岡県で、この4県で全国の90％以上のうなぎを生産しています。

 暑中見舞い：夏の一番暑い時期に、日ごろお世話になっている方や、友人知人の安否うかがい、自身の近況報告をするも

 のです。普段はメールや電話、SNSなどで連絡を取っているにしても、とくに相手のことを想いながら筆をとってみ  

 ては如何でしょうか。暑中見舞いは、「梅雨明けから立秋（2026年は8月7日）まで」とされています。

  旬の食材：夏の食材が旬を迎え、特に水分たっぷりの野菜や、栄養価の高い魚介類が豊富に揃います。旬の野菜には、

          キュウリ、ナス、トマト、とうもろこし、ゴーヤ、しし唐などがあります。また、旬の魚介類として、ハモ、アジ、

          イカ、タコ、アユ、カツオなどは如何でしょうか。
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに波乱含みの展開？

A) 住宅着工戸数全体では6カ月振りにプラスとなり、4月の着工戸数は持ち

家、貸家着工ともに都市部で持ち直している（図表15コメント）

B) 小売売上高はマインド好転で4カ月連続でプラス（図表16コメント）

C) 家計収入は2カ月連続でプラス、世帯主収入が増加（図表17コメント）

D) 株価は日米ともに最高値圏で推移していたが、インフレリスクの高まり

及び日米金利上昇観測により波乱含みの展開に注視（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 原材料価格や物流費の高騰を受けて、食品やサービス、電気・ガスなど幅広い分野で値上げの動きが広がっていま

す。キリンビバレッジは、10月1日納品分から主力の茶系飲料「生茶」や「午後の紅茶」など166品の希望小売価

格（税抜き）を5～18%値上げすると発表。キッコーマンは、しょうゆやつゆ類、たれ類、みりん類など計291品

を9月1日納品分から2～22％値上げすると発表。さらに、日清食品、プリマハム、味の素などの大手食品メーカー

は夏から秋にかけての値上げを相次いで打ち出しています。

 値上げは食品メーカーにとどまりません。王子製紙、ユニ・チャーム、ライオンといった日用品メーカーはもとよ

り、鉄道・バス・タクシーといった公共交通機関でも値上げを打ち出しています。また、自動車保険、火災保険、

などでも値上げを実施或いは計画する事例が増えているようです。このため、消費者はサービス内容や価格を比較

して商品を購入したり、保険契約を結んだりするわけですが、公共交通機関のように代替手段が見出し難いケース

ではやむなく値上げを許容するしかありません。

 建設・住宅関連統計（建築着工床面積は3カ月連続マイナス、住宅着工は6カ月振りに増加）（図表15）

➢ 建設着工は3カ月連続でマイナスとなり、施工能力の逼迫や建設資材価格高騰により停滞傾向が続く？

➢ 住宅着工戸数は、都市部での需要回復により6カ月振りに増加したが、依然として着工水準は低水準が継続

➢ イランショックによる建設資材価格、住宅設備機器などへの供給不安については引き続き懸念要因と認識

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともにイラン紛争終結の期待から上値追いの展開か）（図表18～21）

➢ 日経平均は、4月以降はAI関連株を牽引役に高値を更新し、6月中旬には史上初の7万円台を記録した！

➢ 米国株は、上昇トレンドを維持しており、イラン紛争終結を好感して史上最高値更新の展開となった！

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.3 7.6 -23.7 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -40.5 123.3 -42.6 147.3

 茨城県 -11.2 -12.5 2.7 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 33.1 -9.2 13.9 -33.7 

 埼玉県 -13.0 2.9 -1.0 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -38.1 -38.4 -22.2 39.4

 千葉県 -8.0 0.5 -23.1 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 11.2 -17.4 18.1 18.3

 東京都 -0.0 -6.9 -18.7 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 4.7 -25.1 -41.4 6.1

 神奈川県 -8.9 -2.9 -3.7 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -23.6 42.2 59.0 -7.4 

 全国 -8.8 -3.6 -11.2 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -2.6 -8.0 -23.7 -5.1 

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）

　  宮城県 -10.8 12.1 -31.4 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 -52.3 27.4 -37.5 121.0

 茨城県 -11.0 -4.6 -5.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 43.8 6.2 -27.3 -34.7 

 埼玉県 3.0 -3.8 -3.9 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 0.7 -1.9 -13.2 26.1

 千葉県 -8.7 1.6 -9.2 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 19.5 19.0 3.9 22.4

 東京都 -7.8 3.4 -13.7 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 10.3 -15.7 -39.6 26.7

 神奈川県 -3.7 2.6 -7.5 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -15.9 19.2 25.5 -11.4 

 全国 -7.1 2.0 -12.9 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -1.3 -4.9 -29.3 11.4

（出所）国土交通省データ等により作成。2026年6月22日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）4月の建築着工床面積は3カ月連続で減少。データセンター、物流関連など物件大型化により宮城県、埼玉県、千葉県で大幅に増加。

（2）4月の新設住宅着工戸数は6カ月振りに増加。持ち家19.5％増、貸家17.3％増、給与79.1％減、分譲3.4％増と持ち家と貸家が牽引。

（3）地域別では、首都圏15.4％増、中部圏40.4％増、近畿圏4.8％増、地方圏2.8％増となっており、中部圏の貸家が牽引している。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出
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（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 3.2 0.7 0.7 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 -2.9 -1.5 -1.2 -0.5 

 茨城県 1.5 0.8 0.8 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 -3.1 -0.4 -1.6 -0.1 

 埼玉県 4.2 2.2 2.2 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 0.3 0.6 -0.8 0.2

 千葉県 4.0 1.9 1.9 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 1.6 1.5 0.3 0.8

 東京都 7.7 3.8 3.8 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 0.3 2.6 2.9 4.5

 神奈川県 2.6 2.0 2.0 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 2.5 1.9 2.4 1.5

 全国 4.5 2.6 2.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 -0.1 1.4 1.1 2.0

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 6.2 3.2 -5.5 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 -2.5 -9.6 -3.9 7.5

 水戸市 3.3 2.6 2.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 8.5 -14.1 -17.7 -10.8 

 さいたま市 5.9 4.0 0.0 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 -9.9 -10.2 6.7 -10.9 

 千葉市 0.8 9.8 1.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 -21.0 -8.0 -21.4 17.7

 東京都区部 6.1 2.8 1.9 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 -2.0 9.1 3.9 13.0

 横浜市 1.7 7.8 0.5 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 5.9 -8.8 -5.6 4.7

 全国 1.1 2.1 4.6 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 -0.3 -0.4 -1.3 1.0

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2026年6月22日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）4月の小売売上高は全国ベースで4カ月連続プラスとなり都市部が牽引。前年比マイナスとなったのは前月の29県から21県へ縮小。

（2）4月の消費支出は全国ベースで3カ月振りに増加。千葉市は自動車関係費、東京都区部は外食費、食料費の増加が影響したもの。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入
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（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2023年度 2024年度 2025年度 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年2月 26年3月 26年4月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.34 1.23 1.15 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.15 1.13 1.10 1.11

 茨城県 1.37 1.32 1.15 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.13 1.13 1.12 1.14

 埼玉県 1.05 1.04 0.99 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 0.95 0.96 0.98 0.96

 千葉県 0.99 0.99 0.99 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.98 0.98 0.99 0.99

 東京都 1.78 1.76 1.72 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.74 1.73 1.74 1.74

 神奈川県 0.91 0.91 0.84 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.84 0.84 0.83 0.83

 全国 1.29 1.25 1.20 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.20 1.19 1.18 1.18

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.9 6.9 -9.4 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -20.6 3.2 -10.0 9.9

 水戸市 11.6 8.3 -2.4 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 8.0 -3.2 6.2 9.2

 さいたま市 -9.2 2.3 6.7 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 8.7 -13.6 11.9 8.5

 千葉市 -0.4 8.8 -1.6 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -3.7 12.6 -19.0 -7.5 

 東京都区部 4.7 8.7 -0.5 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 13.1 -2.8 3.7 0.6

 横浜市 1.8 -0.9 4.5 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 10.3 -7.7 10.7 -12.5 

 全国 -1.6 4.7 2.2 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 -3.3 -2.9 5.1 3.6

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2026年6月22日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は1.18倍割と低迷。倍率が高いのは、東京都1.74倍、福井県1.57倍、富山県1.48倍、石川県1.42倍。

（2）家計収入は全国ベースで2カ月連続プラス。仙台市、水戸市、さいたま市の伸び率が高かったのは配偶者収入等の増加によるもの。
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1）建設株は、インフレ進行に伴う業績悪化懸念から2割強下落したが、イラン紛争収束で底入れの兆しも

   2）不動産株は、国内金利の上昇に伴う不動産投資マインド低下によって調整局面が長期化する様相も懸念？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数

公益社団法人 全日本不動産協会

    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年6月は22日終値。
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1）日経平均は、4月以降はAI関連株を牽引役に高値を更新し、6月中旬には史上初の7万円台を記録した！

2）米国株は、上昇トレンドを維持しており、イラン紛争終結を好感して史上最高値更新の展開となった！
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年6月は22日終値。
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Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 国債利回り（経済の健康状態や金融市場の動向を示す重要な指標）・9ページ及び図表3-1参照

国債における「金利（クーポン）」は発行時に決められる利息の割合を指します。一方、利回りは市場での購入価

格に応じて変動し、実際に得られる収益率を示します。市場価格が額面より低ければ利回りは上昇し、高ければ利回

りは低下します。利回りが上昇すると借入コストが増加し、消費や投資が抑制される可能性があります。逆に利回り

が低下すると借入コストが減少し、経済活動が活発化します。また、長期金利の代表的な指標として、住宅ローンの

固定金利や預金金利、株式市場、為替市場にも影響を与えることになります。

 短期プライムレート（優良企業向けに対して短期で貸し出す時に適用される金利）・9ページ及び図表3-1参照

短期プライムレートは、プライムレートの一つで、業績が良い、財務状況が良いなど、融資する上で全く問題がな

いと判断される優良企業向けに対して、銀行等の金融機関が短期（１年以内の期間）で貸し出す際に適用する最優遇

貸出金利をいいます。一方で、短期プライムレートに対して、金融機関が優良企業向けに対して、長期（１年以上の

期間）で貸し出す際に適用する最優遇貸出金利を「長期プライムレート」と言います。一般に短期金融市場の金利は、

日本銀行が決定する政策金利の動向に影響されるため、短期プライムレートは、政策金利が動くと変更になることが

多くなっています。

 マクロ経済指標（国全体の経済活動を測定するための統計データのこと）・14～19ページの定点観測データ参照

マクロ経済指標とは、経済の健康状態や成長を示す重要な情報源です。具体的には、国内総生産（GDP）、失業率、

インフレーション率などが含まれます。これらの数値は、経済政策や投資判断に大きな影響を与えるため、理解して

おくことが重要です。また、マクロ経済（GDP、物価指数、雇用統計）とミクロ経済（家計や企業に関わる統計）は

密接な関係を持っています。ミクロベースでの消費の増加は、国全体のGDPに好影響を与えることになります。政策

当局は、マクロ経済とミクロ経済の両者の動きを分析し、政策を立案・実行することになります。
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分析
日本気象協会によると、今年の猛暑は梅雨明け後の7月
中旬頃から本格化し、夏の前半から高温が続く可能性
が高いと予想されています。夏の前半は太平洋高気圧
の張り出しや地球規模での高温状態により、記録的な
猛暑となる恐れがあります。全国で延べ7〜14地点で最
高気温40℃以上の「酷暑日」が観測される可能性もあ
り、熱中症や体調管理への注意が必要となります。ま
た、夏の後半には台風の発生により記録的な降雨の影
響を受けることにも留意しなければなりません。

プロフィール
2000年、国際証券（現三菱UFJモルガンスタンレー証

券）入社。証券アナリストとして企業調査に従事。
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誌、日本株・建設部門アナリストランキングで11年連
続第一位を獲得（2016年に殿堂入り）。2019年より経

営コンサルタントとして、講演活動、原稿執筆などに
従事している。
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